
行政機関がTwitter、LINE等のSNS上の公式アカウントを積極的に活用した情報発信を行うこ
とで、信頼性の高い災害情報を利用者にリアルタイムで提供する。また、SNSメディアとの連
携により行政職員に対する研修等を実施し、より効果的な公式アカウントの運営を促進する。

例：荒川下流河川事務所Ｔｗｉｔｔｅｒアカウント 例：九州地方整備局ＬＩＮＥアカウント

㉖行政機関によるSNS公式アカウントを通じた情報発信の強化

例：研修会の実施


